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   Refinement of natural disaster risk assessment plays an important role in disaster mitigation. When evaluating the 

risk of natural disasters in individuals, there are exposure to natural disasters and self-efficacy to cope with natural 

disasters. It is generally said that self-efficacy is high when risk is low, and self-efficacy is low when risk is high. 

However, in terms of the exposure to natural disasters for individuals, we guessed that the correspondence relationship 

as in previous studies is not necessarily established. Therefore, we focus on the individual's exposure using 

smartphone's location data and self-efficacy and analysis the perception and disaster preparation action of natural 

disaster risk. 
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１．はじめに 

 

 自然災害リスク評価の精緻化は，減災において重要な

役割を果たす．内閣官房国土強靱化推進本部が定める

「国土強靱化基本計画」1)の中では，6つの目標の一つ

「あらゆる自然災害に対し，直接死を最大限防ぐ」（目

標1）において，公的な救助・支援が到達するまでの間，

一人ひとりが災害リスクを正しく理解し，行動すること

の重要性が示されている2)．また，2015年に開催された

第3回国連防災世界会議における仙台防災枠組2015-20303)

においても，公的機関だけでなく個人も防災に責任を負

うべきであることが明確に示されている．さらに，災害

に対する曝露（exposure）及び脆弱性（vulnerability）を

低減させ，応急対応及び復旧への備えを強化し，強靱性

を確保するという目標を達成するためには，広範かつ人

間中心の予防的アプローチを取るべきであることが示さ

れている． 

自然災害のリスク評価および指標化については，国連

防災機関（UNDRR; United Nations Office for Disaster Risk 

Reduction) 4)などによって，各国の要素を取り入れながら，

定量的な評価が進められてきた5)．World Risk Index (WRI) 
6)や National Risk Index (NRI) 7)，日本国内では，自然災害

に対するリスク指標 Gross National Safety for Natural 

Disasters (GNS) 8)による，47都道府県の自然災害リスク評

価がこれに該当する．これらの取り組みは，国や自治体

の防災意識の醸成に重要な役割を果たす一方，個人に対

応したものではない．実際に，日本では毎年何らかの自

然災害が発生しているにも関わらず，個人の防災対策は

十分であるとは言えない．令和3年版国土交通白書によれ

ば，直近2～3年に行っている自然災害への対策について，

何もしていないと回答した人は全体の39.5％で，そのう

ち，被災経験の無い人に限ると，その率は44.4％となる

と報告されている9)． 

個人ごとに自然災害リスクを正しく評価することは，

平時における防災意識の醸成，災害準備行動の促進，災

害時の適切なリスク回避につながる．しかしながら，従

来の自然災害のリスク評価のすべてを，単純に個人に適

用することは，個人ごとに属性や社会環境等が異なるこ

とから，難度が高い．これまで，リスク評価の一部であ

る曝露量（自然災害に晒される程度）については，対象

地域の人口ベースではなく，スマートフォン位置情報の

移動滞在データを用いて，個人ごとに算出する手法が試

みられてきた10)．これは，個人が自然災害に晒されてい

る程度を示す客観的な値であると言える． 

一方，個人において自然災害リスクを評価するにあた

っては，客観的なリスクだけでなく，それに対して個人

がうまく対処できると思うかなどの，心理面も考慮する

必要がある11)．心理特性の中でも，とりわけ，自分は問

題に適切に対応できるという自己効力感は，災害時に適

切な行動を行うだけでなく，平時から災害準備行動を行

ううえでも重要な要素となる．自己効力感は，

Bandura(1977)12)によって提唱された概念であり，ある結
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果を生み出すために必要な行動をうまく行うことができ

るという個人の確信，すなわち，ある行動を起こすまえ

に個人が感じる「自己遂行可能感」を指す13)．また，自

己効力感は行動変容を引き起こす先行要因とも考えられ

ており14)，多様な臨床場面で，その有効性が検証されて

きた15)16)． 

一般的に，人はリスクが低い安全な環境にいる場合，

自分の身は自分で守れるという確信や自信が高い傾向に

あり，逆にリスクが高い危険な環境にいる場合は，確信

や自信が低減する傾向にあると考えられる．これは，リ

スク認知と自己効力感が負の相関を示す研究結果17)から

も同様のことが言える．しかしながら，自然災害が発生

し，避難指示が発令されているにも関わらず，避難しな

い人が存在するのも，また事実である18)19)．このように，

危険性を認知しているにも関わらず，リスク回避しない

といった行動については，一概に正常性バイアスで説明

することが難しく，リスク回避が行われない事由につい

て新たな説明モデルが必要とされている20)． 

先行研究からも，リスク認知と自己効力感には関連性

があることが示されている．しかしながら，曝露量を加

味した場合，リスクの捉え方，この場合過小評価してい

るかはわからない．リスクに対処できる確信の度合（自

己効力感）は，先行研究とは異なる関連性があるのでは

ないかと推測される．例えば，災害の曝露が高いにも関

わらず，自己効力感が高い傾向にある「自信過剰」現象

や，低い傾向にある「自信喪失」現象など，リスクが過

小もしくは過大に評価される可能性がある． 

そこで，本研究では，個人の自然災害の曝露をより精

緻に評価し，災害への準備行動や対処行動を正しく推測

するために，個人の曝露量と自己効力感に着目して，平

時の自然災害リスク認知および災害準備行動における探

索的な分析を試み，以下の内容を検討する．はじめに，

個人の曝露量と自己効力感の関係性についての全体傾向

を確認する．具体的には，曝露量が高いと自己効力感は

低下するのか，それとも曝露量が高いと自己効力感も上

昇するのかについて分析する．つぎに，曝露量と自己効

力感の高低によって，リスク認知にどのような違いがあ

るのかを分析する．最後に，曝露量と自己効力感の高低

によって，災害準備行動にどのような違いがあるのかに

ついて分析する． 

本論文は以下の構成で記述する．はじめに，2章で先行

研究を整理する．3章では分析手法を記述し，個人ごとに

曝露量を算出する手法についても説明する．4章では分析

を行ううえでの評価条件を整理する．5章で評価実験を行

い，6章で結果に基づいた考察を述べる．最後に，7章で

本研究の結論と今後の課題を述べる． 

 

 

２．先行研究 

 

(1) 自然災害におけるリスク評価 

 自然災害において「リスク」という言葉は，貴重なも

のの喪失，生命への損害，怪我，およびその他否定的な

可能性の脅威を表すものとして定義されている 5)．「リ

スク指標」の概念については，1979 年に UNDRR4)の前身

である国連救援機関(UNDRO)と国連教育科学文化機関

(UNESCO)によって提案されたが，その後も様々な指標

が提案され続けており，未だ統一的なものは存在しない．

例えば，Cardona21)は UNDRO が作成したリスク指標の概

念を一般化し，リスクを災害の結果として損失が発生す

る確率として定式化した．Birkmann22)は，リスクを自然

現象と脆弱な状態の相互作用による損失を引き起こす壊

滅的な出来事の可能性として定義し，自然災害リスクを

文化的，環境的，社会的，経済的側面に悪影響を与える

ものとして，脆弱性を加味した指標を提案した．脆弱性

とは，同じ自然災害に遭った場合でも人によって高リス

クまたは低リスクになる要因を定義しており，世帯年収，

家屋の堅牢性，地域におけるインフラ整備率などが含ま

れる．これらの考え方が，現在における UNDRR 4)，

WRI6)，NRI7)などの指標に反映されている． 

ある対象地域の自然災害リスクは，式(1)のような多変

数関数で評価されることが多い 5)． 

 

𝑅𝑖𝑠𝑘 =∑(𝐻𝑎𝑧𝑎𝑟𝑑 × 𝐸𝑥𝑝𝑜𝑠𝑢𝑟𝑒) ×∑(𝑉𝑢𝑙𝑛𝑒𝑟𝑎𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦) 

 

ここでの自然災害に対するリスク(Risk)は，国や地域とい

った対象のリスクの程度を指し，自然災害の発生リスク

(Hazard)，自然災害に晒されている度合である曝露量

(Exposure)，自然災害に対する脆弱性(Vulnerability)で構成

される．自然災害の発生リスク(Hazard)は，災害そのも

のの発生確率に基づくリスクの大小を示し，例えば，

GNS8)では，対象とする災害が将来発生する確率をポア

ソン分布に基づき市町村単位で数値化している． 

 本研究では，発生確率に基づく自然災害の発生リスク

(Hazard)はコントロールできないものとして，自然災害

に晒されている程度である曝露量(Exposure)に着目する．

そのうえで，従来の対象地域の人口ベースではない，個

人における自然災害の曝露量について，次節の通り導入

する．なお，脆弱性(Vulnerability)については，個人向け

には社会的統計情報だけでは算出が困難であり，画一的

な評価が定まっていないことから，本論では扱わない． 

 

(2) 個人の曝露量に関する研究 

 GNS8)を含む，従来の曝露量(Exposure)に関するリスク

評価は，対象地域の全人口に対して災害に晒される地域

に居住する人口がどれくらいいるのかで定義されている．

そのため，地域の全人口が多くても，災害地域（例えば

洪水における浸水想定区域）に含まれる面積が 0 の場合

は，曝露量(Exposure)は 0 となる．反対に，地域全体が災

害地域に内包される場合，その地域の曝露量(Exposure)は

1 となる．このように， GNS8)で用いられる自治体ベース

の手法は一定の広さを持った地域を評価することを想定

して設計された指標であり，災害地域にかかっているか

否かで 0 もしくは 1 の値となるため，市町村単位のよう

な広域での表現に向いており，地域メッシュ単位のよう

な細かな粒度での表現はできない．従来の自然災害の評

価指標の構成と考え方を図 1 に示す． 

(1) 

 

 

図 1 従来の自然災害リスク指標の構成と曝露量 
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また，このような自治体ベースの手法は，個人の日常

的な行動を反映させた曝露量の算出方法になってはいな

い．災害地域の人口は，個人の居住地を前提としており，

それ以外の通勤・通学・よく行く外出先等での曝露が考

慮されていない．実際には，個人の自然災害の曝露量は，

どの場所に行き，どの程度留まるかに大きく依存すると

考えられる 11)． 

そのような，移動滞在に基づき個人の自然災害の曝露

量を求める先行研究は見当たらない．そこで，筆者らは

これまでに，対象地域の人口ベースではなく，スマート

フォン位置情報の移動滞在データを用いて，個人ごとに

日常行動に基づいた動的な曝露量を算出する手法を提案

している 10)．この手法は，スマートフォン位置情報と災

害エリアの定義（浸水域等の公的データ）を組み合わせ，

日常行動の中で災害エリア内にどの程度の時間割合で滞

在したかを判定することで，ユーザごとに曝露量を推定

するものである．これにより，従来の地域の人口に紐づ

いた静的な曝露量ではなく，ユーザの移動や滞在といっ

た日常行動に基づいた動的な曝露量を推定することを可

能にしている．  

 

(3) 自然災害の心理に関する研究 

 つぎに，自然災害の心理に関する既存研究について整

理する．財賀 24)は，住民の防災意識に関わる要因分析に

おいて，独立変数（災害に対する関心，被災経験，ハザ

ードマップの活用）と従属変数（情報収集，非常持ち出

し物の準備，避難所の認知，自主防災組織への加入，災

害に対する関心・危機感）から共分散構造分析を行い，

洪水災害におけるパス図を明らかにした．朝位 25)は，三

坂 26)の知識，関心，動機，行動に対する規定因を加えた

心理過程モデルを参考に，防災意識構造モデルを構築し，

心理段階（知識，関心，動機，行動）と，規定因（愛

着・危機感・責任感・有効感・優先感・負担感）から，

ハザードマップ配布前後の住民の防災意識の変化を明ら

かにした． 

自然災害に関する心理モデルとしては，計画的行動理

論27) と防護動機理論28) 29)が用いられることが多い30)．計

画的行動理論27) は，人間の行動の様々な心理的要因を考

慮して行動意図や行動を予測する「合理的行動理論」

「熟慮行動理論」と訳されることの多い  Theory of 

Reasoned Action31) 32)の研究から派生している．災害研究

においては，関谷33)は，計画的行動理論を用いた津波に

おける避難行動に影響を与える心理的要因分析において，

自助や自己責任を強調しても，避難行動の促進にはなら

ず，避難行動と関係するのは，自分の家・地域のリスク

を知り，行動規範を醸成することであることを示した． 

防護動機理論28) 29)は，リスク回避・軽減行動を分析す

るための心理モデルであり，脅威評価と対処評価によっ

て「防護動機」が形成されると仮定しており，「防護動

機」が大きいほど「防護行動」を実践するとされている．

脅威評価は，深刻さ認知，生起確率認知，外的報酬認知，

内的報酬認知の4つの独立した認知的要因から形成されて

いる．これらに加え，恐怖感情も，深刻さ認知を通じて

対処行動動機に間接的に影響を及ぼすとして，脅威評価

を形成する認知的要因とされている34)．災害研究におい

ては，柿本34)は防護動機理論28) 29)を用いて，日本国内に

おいて自然災害リスク認知や減災意識と防護行動との乖

離がある事例を抽出して要因分析を行い，避難に伴う心

理的コストや緊急時の意思決定過程の構造が，仮想的な

状況下でのリスク認知構造に違いがあることを示した．  

本研究も，防護動機理論28) 29)を参考にするが，脅威評

価のなかでも，深刻さ認知，生起確率認知に絞り，対処

行動の有効性との関係性を見る．  
 

(4) 自然災害と自己効力感に関する研究 

 防護動機理論 28)29)の対処効果にあたる，自己効力感は，

Bandura(1977)11)によって提唱された概念であり，ある結

果を生み出すために必要な行動をどの程度うまく行うこ

とができるかという個人の確信，すなわち，ある行動を

起こす前に個人が感じる「自己遂行可能感」を指す．

Nypver36)は，看護師が災害に備えて必要な知識を獲得し

さまざまなスキルを発揮することができるという期待を

「災害自己効力感」と定義し，国内でも「災害自己効力

感尺度」の開発 37)が進んでいることからも，自己効力感

は，災害研究の分野においても重要な要素と考えられる．

また，自己効力感は行動変容を引き起こす先行要因とも

考えられており 12)，個人の不適応な情動反応や行動を変

化させることが示されている 38)ほか，多様な臨床場面で，

その有効性が検証されてきた 13) 14)．通常，リスクが低い

と自己効力感が高く，リスクが高いと自己効力感が低く

なるとされている．リスク認知と自己効力感が負の相関

を示す研究結果 17)からも同様のことが言える． 

 

(5) 自然災害とリスク認知に関する研究 

人は客観的確率が低い状態では過大評価し, 客観的確率

が高い状態では過小評価する傾向がある39)．しかしなが

ら，自然災害のように発生が不定期であり，かつ地域に

よって自然災害に晒されている度合が異なる場合，この

ような対応関係が必ずしも成立せず，リスクの過小評価

が生じている可能性がある． 

リスクの過小評価が生じている可能性としては，主に

以下の5つの要因が示されている40) ．(1)イメージが鮮明

である， (2)確実性が高い，(3)距離的に近く時間的にも

差し迫っている，(4)リスクにさらされる時間が短い，(5)

絶対的なリスクである，である． 

柿本は35)，対処評価が低い場合，リスクを認知しなが

らも対処行動を起こさない，自然災害リスク認知のパラ

ドックスが発生することを指摘しており，リスクの過小

評価が生じていない場合であっても，行動に繋がらない

問題が指摘されている．また，危険性を認知しているに

も関わらず，リスク回避しないといった行動については，

一概に正常性バイアスで説明することが難しく，リスク

回避が行われない事由についても，新たな説明モデルが

必要とされている20)． 

 

(6) 先行研究の課題 

 これらの先行研究から，リスクの過小評価と，リスク

を認知してもそれに対処できるという自己効力感には，

関連性があることは示されている．しかしながら，これ

らの先行研究は，都市による違いや，実際にユーザが自

然災害に晒される程度を示す曝露量と自己効力感との関

係性は加味されていない．自然災害のような不確実性が

強く，ネガティブな事象においては，曝露量を加味した

場合，リスクの捉え方，つまり過小評価しているかはわ

からない．リスクに対処できる確信の度合（自己効力感）

は，先行研究とは異なる関連性があるのではないかと推

測される．  

本研究では，単純な自然災害における自己効力感の高

低だけでなく，個人の曝露量と自己効力感の如何によっ

て，住民のリスク認知や災害準備行動は異なるのではな
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いかと推察する．そこで，本研究ではこれらの先行研究

の課題に基づき，次章以降，個人の曝露量と自己効力感

に着目した分析を試みる．  

 

 

３. 分析手法 

 

 本研究の目的は，個人の曝露量と自己効力感に着目し

て，平時の自然災害リスク認知および災害準備行動との

関係性を明らかにすることである．具体的には，スマー

トフォン位置情報を用いた個人の移動滞在に基づき個人

の曝露量を定義し，アンケート調査から得た回答者の自

己効力感との関係性を分析する． 

 手順は以下の通りである． 

1. 曝露量とアンケート調査によって取得した全ユーザ

の自己効力感との関係の全体傾向を示し，有意性を

確認する． 

2. 曝露量と自己効力感を用いたクラスタ分析によりユ

ーザを群分けし，群間にどのような差があるかを確

認する． 

3. 曝露量が高い群に焦点を絞り，リスクの過小評価の

要因として考えられる，(1)イメージが鮮明である， 

(2)確実性が高い，(3)距離的に近い，に対応する質問

項目および数値に対して，差の検定を行う． 

4. 3で選択した群に対して，住民の災害準備意図，災害

準備に関する質問項目に関するχ2検定を行い，災害

準備行動を比較する． 

スマートフォン位置情報を用いた個人の曝露量推定の

全体像を図2に示す．ここでは，ユーザuの自然災害iに対

する曝露量𝐸𝑖,𝑢を，式(2)のように定義する．  

 

𝐸𝑖,𝑢 =∑𝑊𝑢,𝑗𝐵𝑢,𝑖,𝑗
𝑗

 

 

ユーザ u の場所 j の滞在時間割合𝑊𝑢,𝑗は，スマートフォ

ン位置情報を用いて算出する．スマートフォン位置情報

はおもに，時刻，緯度，経度を含み，ユーザがスマート

フォンを操作しているかどうかに関わらず，定期的に 

GPS を用いて取得され，サーバに送信・蓄積される．測

位頻度は移動状況で変わり，移動手段には依存しない．

蓄積されたデータセットには，位置情報が収録された日

時，総務省統計局の定義する 4 分の 1 地域メッシュ 23)

（約250m四方の区画．以下，メッシュとよぶ）を単位と

した位置情報，その位置での滞在時間が含まれる．

𝑊𝑢,𝑗(j=1~𝑛𝑢)は，観測期間 T に対しての場所 j への累積滞

在時間𝑡𝑢,𝑗の割合によって算出する．すなわち，𝑊𝑢,𝑗 =

𝑡𝑢,𝑗/T である． 

外出行動を推定するにあたっては，総務省統計局の定

義するメッシュ 23)を単位として居住地以外のメッシュに

15 分以上滞在が確認された場合，外出とみなして集計す

る．本研究で扱うスマートフォン位置情報は，GPS 等を

基にスマートフォン端末にて測位される位置情報であり，

(a)移動滞在判定 (b)トリップデータの抽出 (c)全トリッ

プデータからの移動量推計(d)拡大推計の 4 段階の手順に

より推計される 46)．本研究でも同様の手法を用いて，移

動滞在を判定した．ここでの居住地とは，観測期間中，

夜間（19：00-3：00）にもっとも長く滞在したメッシュ

と定義している． 

次に，ユーザ u の滞在場所 j が災害 i の発生する地域に

含まれているか否かの判定を行う．判定には，公開され

ている災害地域の定義を利用する．場所 j が災害 i の発生

地域外のとき𝐵𝑖,𝑗 = 0，地域内のとき 𝐵𝑖,𝑗 = 1となる．す

なわち，自然災害リスクの大小によらず，場所ｊが災害

地域の外であれば当該地点での曝露量は 0 となることを

意味する．これらの算出方法を用いた，ユーザ u の曝露

量𝐸𝑖,𝑢の算出イメージを表 1 に示す． 

 

 

 

４．評価条件 

 
(1) 自然災害の種類と分析対象範囲 

 自然災害における曝露を考えるうえでは，火山や津

波・高潮など，自然災害の種類によっては，地理的な条

件次第で発生しない地域も多く，すべての災害発生条件

を満たした地域で検証することは難しい．そこで，本研

究では，国内において殆どの都道府県で該当する，河川

に関する水害に焦点を絞り，同じ関東圏であり市周辺に

河川のある，茨城県つくば市と栃木県宇都宮市を対象地

域として，検証を行う．具体的には，つくば市は北緯

35.889度から 36.273度，東経 139.943度から 140.324 度

までを，宇都宮市は北緯 36.460 度から 36.759 度，東経

139.720度から 140.099度までを，それぞれ分析対象の範

囲とした． 

2 都市の選定理由としては，自然災害の過去の発生頻

度が挙げられる．水害統計調査 42)において，2011 年から

2020年の 10年間のデータを確認したところ，床上浸水以

上の発生頻度は，茨城県と栃木県でいずれも 7 回で同じ

であった．また，両都市は海に面しておらず，「水害」

とした時，アンケート調査において津波・高潮が混在し

づらいことが挙げられる． 

GNS8)では国土数値情報の浸水想定区域データ 41)と行

政区域データ，政府統計の人口データおよび人口メッシ

ュデータを用いて洪水の影響下にある人口割合を算出し，

QGIS43)上で可視化している．本研究もこれに倣い，災害

 

図 2 個人の曝露量推定の全体像 

 

表 1 曝露量の算出イメージ 

場所 

(j) 

場所の 

意味 

(観測不可) 

全時間に 

対する割合

(𝑊𝑢,𝑗) 

災害地域 

判定 

(𝐵𝑢,𝑖,𝑗) 

場所別 

曝露量 

 

ユーザ 

曝露量 

(𝐸𝑖,𝑢) 

1 自宅 1.4% 1 1.4%  

 

 

5.5% 

2 大学 1.4% 0 0.0% 

3 スーパー 1.0% 0 0.0% 

4 病院 0.7% 1 0.7% 

： ： ： ： ： 

nu=21 コンビニ 0.0% 0 0.0% 

 
(2) 
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地域判定(𝑩𝒖,𝒊,𝒋)を行うにあたっては，国土数値情報の浸

水想定区域データ 41)を用いた．このデータは国が統一的

な基準に基づいて浸水想定区域を算出したものであり，

両県ともに 2021 年（令和 3 年）度のものを使用した．具

体的には，国土数値情報ダウンロードサービスから茨城

県と栃木県の洪水浸水想定区域データおよび行政区域デ

ータをシェープファイル形式でダウンロードし， Python 

でGIS データを扱うためのライブラリである GeoPandas44)

で可視化した．洪水浸水想定区域データの浸水深ランク

（A31 105）は計画規模を，背景地図は地理院地図の標準

地図を使用した．なお，浸水想定区域には複数の浸水深

ランクが存在するが，本研究では 0m 以上 0.5m 未満を含

むすべてのランクを洪水メッシュとしており，浸水深ご

との区別は行わない．浸水深の違いによって洪水による

被害は大きく異なるが，曝露量(Exposure)を軸とする本研

究では，浸水深ごとのリスクの大小については取り扱わ

ないものとする． 

分析対象範囲の浸水想定区域を可視化した結果を図 3

に示す．ここでは，市内の浸水想定区域を青，市外の浸

水想定区域を緑としている．  

 
(2) 個人の移動滞在 

 本研究では，2020 年 4 月 1 日から 9 月 30 日まで

（T=4,320 時間）のユーザの位置情報を使用した．対象

としたデータは、KDDI がユーザより利用許諾を得たも

のに限定した．GNS8)では政府統計の人口データおよび

人口メッシュデータを用いて災害の影響下にある人口割

合を算出しているため，居住を伴わない長期滞在に対応

することが難しい．一方，提案手法では，居住地によら

ず，対象範囲内への滞在が確認されたすべてのユーザの

データを取得している．取得したデータについては，国

勢調査 45)の年代構成比に基づいて拡大推計を行っている．

本研究では，3 章の手法に基づき，市内に居住地がある

と推定されるユーザとして，つくば市内在住者 20,146 人，

つくば市外在住者 8,774 人，宇都宮市内在住者 22,455 人，

宇都宮市外在住者 12,676 人のデータを分析対象とした．

また，つくば市と宇都宮市が公開する，国勢調査 45)に基

づいた各町丁目の人口統計と，今回分析対象とするユー

ザのデータとの相関係数を求めた結果，0.823 の高い正

の相関を確認した． 

 

(3) アンケート調査 

 本研究では，2023 年 3 月 17 日から 22 日まで株式会社

マクロミルのオンラインモニターを対象にインターネッ

トリサーチを行った．調査概要を表 2 に示す．回答者は

2020 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月まで，つくば市と宇都宮

表 2 調査概要 

項目 概要 

地域 
茨城県つくば市 

栃木県宇都宮市 

対象 15 歳～97 歳 

調査機関 株式会社マクロミル 

方法 インターネットリサーチ 

回収票 茨城県 721，栃木県 721 

有効票 茨城県 523，栃木県 620 

期間 2023 年 3 月 17 日～22 日 

 表 3 質問項目 

カテゴリ 質問項目 

属性 

・年齢を教えてください 

・性別を教えてください 

・職業を教えてください 

・あなたもしくは同居する人

で近くの避難所等にひとりで

避難することが困難な方はい

らっしゃいますか 

居住地域 

・お住いの都道府県を教えて

ください 

・今住んでいる市町村の住所

を町名までご記入ください 

※プライバシー保護の観点か

ら，番地以下は記入しない 

居住環境 

・家屋の建物構造を教えてく

ださい 

・家屋種類を教えてください 

・築年数を教えてください 

・家屋の所有形態を教えてく

ださい 

リスク認知 

・あなたの家屋について教え

てください．今後 10 年間であ

なたの今住んでいる家屋が水

害（床上浸水・床下浸水）に

よる被害を受けると思います

か？ 

・災害発生について，あなた

のお考えを教えてください 

 －被害に遭わないと思う 

 －被災することは運命によ

るものだ 

対処評価 

自己効力感 

・災害準備について，あなた

のお考えを教えてください 

 －災害が発生したら，自ら

身を守ることができる 

災害準備 

行動 

・災害準備について，あなた

は直近 2～3 年以内にどれくら

い実行しましたか 

 －住む場所を選ぶとき危険

な地域を避けた 

 －災害保険を契約した 

（地震/水害/火災など） 

 －地域のハザードマップや

災害情報をいつでも確認でき

るようにした 

 

 

 

図 3 分析対象範囲（左 つくば市，右 宇都宮市） 
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市のいずれかに居住地があることを条件としている．分

析対象とした平時の防災意識として，個人の属性，居住

地域，居住環境，リスク認知，対処評価，災害準備行動

に関する質問を行った．このうち，リスク認知と対処評

価は，6 段階のリッカート尺度で回答したものを集計し

た．災害準備行動には，「実施」「未実施」の他に，

「不明」「答えたくない」を，それぞれ選択肢として加

えている．各カテゴリの質問項目を表 3 に示す． 

なお，曝露量とアンケート調査で対象ユーザは異なる

ため，両データをそのまま紐付けることはできない．そ

こで本研究では，あらかじめ性年代別・自宅町丁目別に

平均曝露量を算出しておき，アンケートユーザの性年

代・自宅町丁目に対応する平均曝露量を，当該ユーザ自

身の曝露量とした．例えば，つくば市桜一丁目に自宅が

ある 35歳女性のアンケート回答者 Aの曝露量は，推定自

宅位置が桜一丁目，かつ，30 代女性の，平均曝露量とな

る．本研究では，これらの手順を踏み，最終的に，アン

ケート回答者のうち該当となるつくば市内在住者 523 名，

宇都宮市内在住者 620 名を分析対象データとした． 

 

 

５．評価実験 

 
(1) 基本統計 

 はじめに，アンケートから得られた基本統計を図 4 に

示す．男女構成比は，宇都宮市の浸水想定区域内で男性

の割合が多い（62.0％）．また，年齢構成比では 45-59

歳の割合が多く，つくば市の浸水想定区域内では 30-44

歳の割合が多い傾向にあった（34.7％）．職業について

は，つくば市，宇都宮市の浸水想定区域内で会社員の割

合が高いことに対して（51.4％，42.1％），浸水想定区

域外ではパートと無職の割合が多い（11.3％，15.5％）．

住居の構成比では宇都宮市の浸水想定区域内の持ち家率

がもっとも高い傾向にあった（81.0％）． 

図 3 に示したように，つくば市の場合はつくば駅を含

む中心市街地は浸水想定区域外である．一方，宇都宮市

の場合は，JR 宇都宮駅や雀宮駅周辺など，中心市街地が

浸水想定区域内となっている．アンケートの回答によれ

ば，つくば市の職業構成比をみると，浸水想定区域内の

居住者は，パート・アルバイトの割合が全体の 23.6％，

持家の割合が 56.9％であり，一方で浸水想定区域外では，

60 歳以上の会社員の割合が 12.3％，持家の割合は 69.8％

であった．また，つくば市の浸水想定区域内の居住者は，

浸水想定区域外と比較して平均年齢が平均 12.8 歳低く，

15～29 歳の年代が全体の 19.4％を占める．つくば市は中

心市街地に関連して多くの住宅地や，大学も浸水想定区

域外にあるため，浸水想定区域内の居住者は，市を跨ぐ

移動を伴う，もしくはより安価な賃料などを理由として

居住地を選択していると推察される． 

宇都宮市の職業構成比については，浸水想定区域内の

居住者は，会社員の割合が 42.1％，浸水想定区域外の居

住者は，パート・アルバイトが 16.3％，無職が 15.2％と

なっている．このうち，パート・アルバイトの 83.5％は

60歳以上の女性，無職の 81.0％は 60歳以上の男性であっ

た．つくば市と比較すると，宇都宮市の浸水想定区域内

の居住者は，区域外と比較して平均年齢が平均 7.3歳低く，

持家率が高く（81.0％），築年数が平均 12.5 年以内であ

り，30～44 歳の年代が全体の 35.2％を占める．前述のと

おり，宇都宮市の中心市街地は浸水想定区域内であり，

駅周辺の区域内の土地は，従来は田であったが，近年そ

のような土地の宅地化が進んでいることから，浸水想定

区域内に新築物件を購入したファミリー層が流入してい

ると推察される． 

 

(2) 地理的関係性 

そのような両都市の違いを踏まえつつ，つくば市と宇

都宮市における曝露量，自己効力感，リスク認知と地理

的な関係性を図 5 に示す． 

ここでの地理的な関係は，アンケート調査内で取得し

た回答者の町丁目レベルの住所に基づいている．浸水想

定区域にかかる町丁目は，曝露量が比較的高く，浸水想

定区域外にいる町丁目は，曝露量が比較的低いことがわ

かる（図 5A，図 5B）．しかしながら，曝露量は単純に浸

水想定区域内に住居があるユーザだけが高いというもの

ではなく，浸水想定区域外の町丁目でも曝露量が 35.0％

を超える（橙色～赤色）地域も散見される．これは，曝

露量の算出自体が，通勤・通学といった，ユーザの移動

性に基づいた動的な曝露を加味して可視化されるため，

浸水域にかかる地域に滞在する住民が多い町丁目がある

 

 

図 4 アンケート回答から得た属性 
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ことを示している．自己効力感を見ると，浸水想定区域

にかかる町丁目でも，自己効力感の高いユーザがいるこ

とがわかる（図 5C，図 5D）．全体傾向として，浸水想定

区域内，外という形では，自己効力感の分布に依存して

いないように見える．これは，リスクが低いと自己効力

感が高く，リスクが高いと自己効力感が低いという既存

研究 12)とは異なる傾向である．リスク認知では，浸水想

定区域にかかる町丁目でも，リスク認知の低いユーザが

存在していることがわかる（図 5E，図 5F）． 

 水害の場合，集合住宅であれば垂直避難が可能なため，

浸水想定区域内のようなリスクの高い場所に住んでいて

も，自己効力感が高いユーザがいる可能性もある．そこ

で，浸水想定区域内における家屋の種類の比率を確認し

たところ，2 階以上の戸建てが割合としてはもっとも多

く，つくば市で 21.4％，宇都宮市で 24.9％であった．集

合住宅の割合はつくば市で 12.6％，宇都宮市で 15.5％で

あった．一方で，浸水想定区域外は集合住宅がもっとも

多く，つくば市で 33.6％，宇都宮市で 28.2％であった．

垂直避難が可能な居住地であることから，浸水想定区域

内のユーザでも自己効力感が高いのではないか推察した

が，結果としては浸水想定区域外の方が集合住宅の割合

は多かった．また，宇都宮市の場合は築年数が平均 10 年

以内と低いことから，古くから浸水想定区域内に居住し

ていたというよりは，リスクのある場所に近年移動して

きたとも言える．  

 

(3)曝露量と自己効力感との関係性 

本節では，曝露量と自己効力感について，自己効力感

が高いためにリスクを冒したり，リスクが高い状況に順

応して自己効力感が高まったりといった，従来とは逆の

関係性が生じる可能性について分析する． 

はじめに，前章で示した居住地の定義に従い，サンプ

リングユーザを市内/市外在住に分類したうえで，曝露量

を算出した統計結果を表 4 に示す．結果の通り，スマー

トフォン位置情報の全滞在時間の割合から個人の曝露量

を算出した場合，居住地以外でも高い曝露量が確認され

ている．つまり，ユーザは居住地以外でも日常の移動滞

在によって曝露していることがわかり，市にかかる浸水

想定区域が少ないことが，必ずしもユーザの曝露量の低

下には繋がらないことがわかる． 

次に，アンケートによって取得した回答者の自己効力

感が年齢によって偏りが生じていないかを確認した．年

齢層によって，自己効力感が大きく異なる（例：高齢者

ほど自己効力感が低く，若者ほど自己効力感が高い）可

能性を考慮し，図 4 に示した年齢構成比ごとに自己効力

感の平均値を求めた結果，15-29歳3.38，30-44歳3.61，

45-59歳 3.60，60歳以上 3.47となり，自己効力感は年齢

に偏りがないことが示唆された． 

アンケート回答の有効票（n=1,143）に対して，曝露量

と自己効力感の関係性を散布図にしたものを，図 6 に示

す．結果，y=0.0005x + 3.55018 となり，右肩上がりの傾

向となった．また，曝露量と自己効力感の関係を検討す

るために，相関分析を実施した結果，両者間で有意な正

の相関が示された (r=.03, p<.05)．一般的には，リスク

が低いと自己効力感が高く，リスクが高いと自己効力感

が低くなると考えられるが，個人における自然災害の曝

露という点においては，先行研究のような対応関係が必

ずしも成立するわけではないことが明らかになった．つ

まり，曝露量が高いほど，自己効力感も高くなる，既存

研究とは逆の傾向が示された． 

 

図 6 曝露量と自己効力感の関係性 

 

 

 

図 5 （A）つくば市曝露量（B）宇都宮市曝露量（C）

つくば市自己効力感（D）宇都宮市自己効力感（E）つ

くば市リスク認知（F）宇都宮市リスク認知 

 

 

 

 

 

表 4 市内・市外在住者の曝露量𝐸𝑖,𝑢 

𝐸𝑖,𝑢 

(%) 

つくば 

市内在住者 

(n = 20, 146)  

つくば 

市外在住者 

(n = 8,774) 

宇都宮 

市内在住者 

(n = 22, 455) 

宇都宮 

市外在住者 

(n = 12, 676) 

居住地 9.9% 36.8% 20.3% 22.7% 

居住地以外_市内 3.4% 2.6% 26.6% 33.3% 

居住地以外_市外 47.1% 54.3% 35.0% 37.8% 

対象平均 20.2% 31.2% 27.3% 31.3% 

全平均 25.7% 29.3% 
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(4) 曝露量と自己効力感のクラスタ分析 

 図 6 からも読み取れるように，災害における曝露が低

いユーザの中にも，自己効力感の高低があり，災害にお

ける曝露が高いユーザの中にも，自己効力感の高低は存

在すると考えられる．そこで，はじめにアンケート回答

の有効票（n=1,143）に対してウォード法によるクラスタ

分析を行った．その結果，図 7 の 4 群が抽出された．本

研究では，抽出された 4 群のうち，曝露量が高く自己効

力感が低い群を「自信喪失群」（n=228），曝露量が高

く自己効力感が高い群を「自信過剰群」（n=294）と定

義して， 2 群に焦点を絞り，分析を行う． 

 

(5) リスク認知と自己効力感の関係性 

 リスク認知と自己効力感は負の相関があると先行研

究では示されており，自信過剰はリスクを過小評価し，

自信喪失はリスクを過大評価すると考えられている 32)．

本研究でも同様に，リスク認知と自己効力感の相関分析

を実施した結果，両者間で有意な負の相関が示された 

(r=.-03, p<.10)．また，リスク認知に関する質問項目

（表 3）と曝露量の関係を散布図にしたところ，y=-

0.015x + 3.3593 となり，右肩下がりの傾向となった（図

8）．しかしながら，曝露量が高い群に関しては，リスク

に対処できる確信の度合（自己効力感）という組み合わ

せで考えたとき，必ずしも先行研究の示す傾向が当ては

まらないのではないかと推測する．そこで，本研究では

「自信喪失群」はリスクを過大評価し，「自信過剰群」

はリスクを過小評価しているのではないかという仮説に

基づき，差の検定を行う．具体的には，両群におけるリ

スクの過小評価の要因として考えられる 31)，(1)イメージ

が鮮明である (2)確実性が高い，に対応する質問項目に対

して，平均値の差の検定（対応なし）を行った．つくば

市と宇都宮市のそれぞれの結果を図 9 に示す． 

  (1)イメージが鮮明である，においては，今後 10 年間

であなたの住んでいる家屋が水害（床上浸水・床下浸水）

による被害を受けると思うかという設問の回答について t

検定（対応なし）を行った．結果，つくば市の場合，家

屋が水害（床上浸水・床下浸水）による被害を受けると

思うかについては，自信過剰群に比べ自信喪失群の方が

有意に高かった（t(255)=30.710，p<.01，図9上）．また，

 

 

 

図 9 リスク認知と自己効力感との関係性（上 つくば市，下 宇都宮市） 

 

図 8 曝露量とリスク認知の関係性 

 

 

 

図 7 クラスタ分析の結果 
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宇都宮市の場合も，自信過剰群に比べ自信喪失群の方が

有意に高かった（t(267)=45.273，p<.01，図 9 下）． 

(2)確実性が高い，においては，被災する可能性を想定

した場合と，実際に被災したことを想定した場合の考え

方を確認するうえで，2 つの質問項目から分析した．表 3

の被害に遭わないと思う，自然災害に被災することは運

命によるものだ，を使用して t 検定（対応なし）を行っ

た．その結果，つくば市の場合，被害に遭わないについ

ては，自信喪失群に比べ自信過剰群の方が有意に高かっ

た（t(267)=33.455，p<.01，図 9 上）．宇都宮市の場合も，

自信喪失群に比べ自信過剰群の方が有意に高かった

（t(267)=45.273，p<.01，図 9 下）．一方，自然災害に

被災することは運命によるものだ，については，つくば

市の場合，自信過剰群に比べ自信喪失群の方が有意に高

かった（t(255)=30.715，p<.01，図 9 上）．宇都宮市の

場合も，自信過剰群に比べ自信喪失群の方が有意に高か

った（t(267)=42.848，p<.01，図 9 下）．これらの結果

から，自信過剰群は自信喪失群より「自分は被害に遭わ

ない」と思っているのに対し，自信喪失群は自信過剰群

より「被災することは運命だ」と思っており，両群はリ

スク認知において異なる傾向を持つと言える． 

最後に， (3)距離的に近く時間的にも差し迫っている，

については，リスクとの距離と関連しているかを確認し

た．本研究では，アンケート回答者の自宅町丁目におい

て重心となるメッシュを，スマートフォン位置情報から

ユーザごとに算出し，浸水想定域までの最短距離（直線

距離）を算出した．ここでは，先に示した曝露量の手続

きを応用し，あらかじめスマートフォン位置情報ユーザ

の各町丁目の性年代別の重心を算出しておき，アンケー

トユーザの町丁目および性年代に対応する重心を，当該

ユーザ自身の重心とした．町丁目と浸水想定域との距離

に対して，両群の間に違いがあるのかを検討するために t

検定を行った．その結果，両群の間に有意な違いは見ら

れなかった（t(520)=7.529，n.s.）．つまり，両群の間

には，リスクとの距離に差が無かったにも関わらず，自

己効力感やリスク認知は異なるということが示された． 

 

(6) 自信喪失・自信過剰による災害準備行動との関係性 

 一般に，自己効力感は行動変容を引き起こす先行要因

であると考えられており 12)，すなわち自己効力感が高い

方が災害準備を行う 36)ことを意味する．しかし今回，曝

露量が高い場合その限りではなく，災害準備が行われず，

行動変容が引き起こされないのではないかという推察に

ついて分析する．ここでは，表 3 の災害準備において，

直近 2～3 年以内に実行した具体的な災害準備行動に関す

る質問項目に対して，自信喪失群と自信過剰群の間に違

いがあるのかχ2 検定を行った（表 5）．ここでの△は有

意に多い，▼は有意に少ないことを示す． 

その結果，つくば市，宇都宮市ともに，両群の間に有

意な違いが示された．つくば市(χ2(1)=76.88, p<.01)，

宇都宮市(χ2(1)=101.01, p<.01)．残差分析の結果，自

信過剰群に比べ自信喪失群の方が災害情報を確認するこ

とが明らかになり，先行研究とは異なる結果となった． 

 

 

６．考察 

 

なぜ同様のリスクが高い環境に住んでいるにもかかわ

らず，自己効力感が異なるのかについて，災害関連のリ

スク認知と感情，行動へのコスト，平時の移動性に対す

る無意識の 3 つの観点から考察する． 

自己効力感はリスク認知と負の相関関係であることが

示されている 17)．しかしながら，分析を行った結果，曝

露量が高いほど，自己効力感も高くなるという既存研究

とは逆の傾向が示された．この背景として考えられるの

は，自信喪失群は，災害に対する対処効力の「無力感」

から生じる心理現象であると考えられ，災害による被害

は「どうしようもない」というように運命感を比較的に

強く認知するのではないかと推察する．一方で，自信過

剰群は，危険な環境におかれている（曝露量が高い）に

も関わらず，災害に対する自己効力感が高いことから，

災害へのリスクを比較的低く認知し，災害に伴う恐怖や

不安感情が比較的低い可能性が考えられる．このように，

災害リスクの度合が類似した環境にあるのに，災害への

自己効力感が異なる理由として，災害関連のリスク認知

や感情の要素が背景にあると推察される．これらの可能

性を検討するためには，今後は災害関連のリスク認知の

他に，感情にも焦点を当てて，自信喪失群と自信過剰群

の違いを検討する必要があるだろう． 

また，柿本は 28)，対処評価が低い場合，リスクを認知

しながらも対処行動を起こさない，自然災害リスク認知

のパラドックスが発生することを指摘していた．本研究

では，単純に自己効力感が低い場合だけでなく，リスク

を認知しながらも対処行動を起こさない課題 19)に対して，

曝露量と自己効力感の如何によって，住民の災害準備行

動は異なるのではないかと推測した． 分析の結果，両群

の間には，リスクとの距離に有意な差が無かったにも関

わらず，自信過剰群に比べ自信喪失群の方が災害情報を

より確認する傾向があることが明らかになった．これら

の結果による災害準備行動の差の要因のひとつとして，

反応コストの大小が関係しているのではないかと推察す

る．つまり，曝露量の高いユーザは居住地が浸水想定区

域などの危険な場所にあると推察されるが，住み慣れた

場所を移動する心的・経済的コストが存在するとき，自

表 5 災害準備行動のχ2検定結果 

住居危険な場所避けた 
 実施 未実施 

つくば市_自信喪失群 △ 87 ▼ 82 

つくば市_自信過剰群 ▼ 66 △ 93 

宇都宮市_自信喪失群 △ 103 ▼ 95 

宇都宮市_自信過剰群 ▼ 70 △ 101 

 

保険を契約した 
 実施 未実施 

つくば市_自信喪失群 △ 108 ▼ 59 

つくば市_自信過剰群 ▼ 85 △ 88 

宇都宮市_自信喪失群 △ 121 ▼ 66 

宇都宮市_自信過剰群 ▼ 80 △ 92 

 

災害情報を確認できるようにした 
 実施 未実施 

つくば市_自信喪失群 △ 151 ▼ 44 

つくば市_自信過剰群 ▼ 77 △ 100 

宇都宮市_自信喪失群 △ 203 ▼ 29 

宇都宮市_自信過剰群 ▼ 81 △ 105 
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信喪失群においては，保険への加入や，よりコストの低

い災害情報の確認という災害準備行動によって，心的負

荷を和らげ，行動変容に繋がった可能性がある．そうし

た時，今後はどのようなユーザ（ユーザ群）には，どの

程度の心的負荷であれば，どの程度の災害準備行動を行

う見込みがあるかなど，行動変容につながる要素につい

て，群ごとに検討していく必要があるだろう． 

 最後に，従来の自然災害における曝露量は平時の移動

滞在による動的な曝露を加味した設計にはなっていない
10)．自信喪失群と自信過剰群のユーザが住む町の中心座

標から，浸水想定区域までの距離自体は大差がなかった．

そうであっても，リスク認知や災害準備行動に差が出る

のは，私たちの日常の行動に伴うリスクの大小に対して

無自覚であるからと言える．心理的尺度を用いた防災意

識調査は重要ではあるが，それと同時に，アンケート単

独で住民の防災意識を推定するだけでなく，地域におけ

るユーザの移動性と心理面の両方を加味して，今後は平

時の防災意識を推定する必要があるだろう． 

 

 

7．結論 

 

 本研究では，個人の自然災害のリスクを正しく評価し，

災害への準備行動や対処行動を正しく推測するうえで，

個人の曝露量と自己効力感に着目して，平時の自然災害

リスク認知および災害準備行動における探索的な分析を

試みた．その結果，以下の 4 点を明らかにした． 

1. 従来法の地域単位ではなく，スマートフォン位置

情報による移動滞在に基づき，個人の曝露量を推

定したことで，ユーザは居住地以外でも日常の移

動滞在によって曝露していることが示され，位置

情報を用いて個人ごとに曝露量を出すことの有用

性を示した． 

2. 個人が自然災害に晒される程度を示す曝露量と，

リスクに対処できる確信の度合である自己効力感

の関係性として，曝露量が高いほど，自己効力感

も高くなるという，既存研究とは逆の傾向が示さ

れた． 

3. リスク認知における(1)明確イメージ喚起 (2)生起

確率(3)リスクとの距離において差の検定を行い，

(1)明確イメージ喚起 (2)生起確率については有意

差を確認したが，(3)リスクとの距離に有意差は

無かった．言い換えれば，自信喪失群と自信過剰

群の間には，リスクとの距離に差が無かったにも

関わらず，自己効力感やリスク認知には違いがあ

るということが示された．  

4. 従来研究に基づけば，自己効力感が高い方が災害

準備を行うということになるが，分析の結果，曝

露量が高い場合はその限りではなく，自信過剰群

に比べ，自信喪失群の方が災害情報を確認する傾

向にあることが明らかになった． 

これらの結果により，ユーザに合わせた防災行動変容や

意識醸成が可能となると考える．また，個人の防災意識

を醸成することのみならず，自治体の防災対策担当者が，

住民のリスクを把握し対策を検討するうえでも有用な知

見となるだろう． 

最後に，本研究の今後の課題を述べる．本研究では，

スマートフォン位置情報から算出された個人の移動滞在

に基づく曝露量 10)を，町丁目単位で平均を取るという形

でアンケート回答者と対応付け，個人の曝露量として分

析を行ったが，本来は居住地だけでなくユーザごとの

日々の移動先のリスクも紐づいていることが望ましい．

また，本研究で対象とした期間（2020 年 4 月 1 日～9 月

30 日）は新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言

が発出されている期間を多く含んでおり，特に人の移動

が制限されていた時期と重なる．そのため，移動や滞在

を伴う動的なリスクを算出するうえでは，より長期的に

取得したデータから，計測していく必要があるだろう． 

本研究では防護動機理論 20) 21)の脅威評価と対処評価の

一部を検証したに過ぎず，心理モデルとして検証したわ

けではない．したがって，反応コストの大小については

推察の域を出ないため，今後はモデルに反映させたうえ

での妥当性の検証を行うべきであると考える．また，本

研究では曝露量(Exposure)を軸とした分析を実施したが，

今後は浸水深ごとのリスクを考慮するなど，自然災害の

発生リスク(Hazard)に基づくリスクの大小にも着目して

分析を進めていく． 
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